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道路使用許可申請手数料の免除基準の制定について（通達）

公安委員会関係手数料条例（平成12年宮城県条例第21号）第５条第２項の規定によ

る手数料の免除について、同条の規定及び教育委員会等への事務の委任及び補助執行

に関する規則（昭和51年宮城県規則第60号）第３条の規定により、道路交通法（昭和

35年法律第105号）第77条第１項の規定に基づく道路の使用の許可を申請する者に対

する手数料の免除基準を下記のとおり制定したので事務処理上誤りのないようにされ

たい。

記

１ 道路使用許可申請手数料の徴収の免除の対象

道路の使用の許可を申請する者が次のいずれかに該当するとき。

⑴ 国又は地方公共団体

⑵ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校

⑶ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行

政法人

⑷ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条第１項に規定する保育所

⑸ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成18年法律第77号）第２条第６項に規定する認定こども園

⑹ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人

⑺ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）

第２条第３号に規定する公益法人

⑻ 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非

営利活動法人

⑼ 日本赤十字社法（昭和27年法律第305号）で定める日本赤十字社

⑽ 交通安全、防犯、暴力団排除、被害者支援、防災等を目的として設立された団

体

２ 免除基準

別表のとおり

３ 施行年月日

令和６年10月１日



別表

道路使用許可申請手数料の免除基準

免除の対象 具体的内容

⑴ 国又は地方公共団体 公安委員会関係手数料条例（平成12年宮城県条

例第21号）第５条第２項の規定により手数料が免

除となる。

地方財政法（昭和23年法律第109号）第５条第１

（ 、号に基づく公営企業も免除の対象となる 交通局

水道局等 。）

国又は地方公共団体が自ら道路を使用する場合

に限り免除の対象となり、委託契約等により委託

を受けた業者が道路を使用する場合は対象となら

ない。

国又は地方公共団体の長が代表を務める団体で

あっても、他の企業や組織で構成された団体（○

○実行委員会等）は免除の対象とならない。

⑵ 学校教育法（昭和22年法律 公安委員会関係手数料条例（平成12年宮城県条

第26号）第１条に規定する学 例第21号）第５条第２項の規定により手数料が免

校 除となる。

学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育

学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

大学及び高等専門学校をいい、公立、私立の別を

問わない。

教育目的のために道路を使用する場合に限り免

除の対象となり、教育目的以外の行為（一般企業

等が学校等に依頼して行う宣伝又は営利行為とな

る行事等）は対象とならない。

学校が集合又は合同で道路を使用する場合を含

む（宮城県中学校体育連盟、全国高等学校体育連

盟等 。）

⑶ 独立行政法人通則法（平成 独立行政法人が自ら道路を使用する場合に限り

11年法律第103号）第２条第 免除の対象となり、独立行政法人との委託契約等

１項に規定する独立行政法人 に伴い、委託を受けた業者が道路を使用する場合

は対象とならない。



⑷ 児童福祉法（昭和22年法律 保育所は公立、私立の別を問わず、認可、認可

第164号）第39条第１項に規 外の別を問わない。

定する保育所 保育目的のために道路を使用する場合に限り免

除の対象となり、保育目的以外の行為（一般企業

等が保育所に依頼して行う宣伝又は営利行為とな

る行事等）は対象とならない。

⑸ 就学前の子どもに関する教 認定こども園とは教育、保育を一体的に行う施

育、保育等の総合的な提供の 設で、幼稚園と保育所の両方の機能を兼ね備えた

推進に関する法律（平成18年 施設として都道府県の認定を受けた施設をいい、

法律第77号）第２条第６項に 公立、私立の別を問わない。

規定する認定こども園 教育又は保育目的のために道路を使用する場合

に限り免除の対象となり、教育及び保育目的以外

の行為（一般企業等が認定こども園に依頼して行

う宣伝又は営利行為となる行事等）は対象となら

ない。

⑹ 社会福祉法（昭和26年法律 社会福祉法人が、社会福祉の増進を目的として

第45号）第22条に規定する社 道路を使用する場合は免除の対象となる。

会福祉法人

⑺ 公益社団法人及び公益財団 公益法人が、公益を目的として道路を使用する

法人の認定等に関する法律 場合は免除の対象となる。

(平成18年法律第49号）第２

条第３号に規定する公益法人

⑻ 特定非営利活動促進法（平 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）が、社会貢

成10年法律第７号）第２条第 献を目的として道路を使用する場合は免除の対象

２項に規定する特定非営利活 となる。

動法人

⑼ 日本赤十字社法（昭和27年 日本赤十字社が献血又は採血若しくはそれに伴

法律第305号）で定める日本 う広報活動のため道路を使用する場合は免除の対

赤十字社 象となる。

⑽ 交通安全、防犯、暴力団排 交通安全、防犯、暴力団排除、被害者支援、防

除、被害者支援、防災等を目 災等を目的として設立された団体とは、公益を目

的として設立された団体 的として設立されたものに限る。

手数料免除の対象となる団体は法人、任意団体

の別を問わない。


